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はじめに そこで、 風力発電導入にかかわる 実態を把握する 目 

地球環境保全志向の 高まりを受けて、 近年ますます、 的で、 全国の風力発電施設があ る地方自 Y 刮 本を対象に 

太陽光発電や 風力発電といった 自然エネルギーを 用い 「白 y きィ あ と風力発電に 関するアンケート」調査を 実施 

た 発電の普及が 進んでいる。 太陽光発電は、 比較的容 した (2 ㏄ 3 年 8 ～ 9 月 ) 。 

易 に設置可能であ るという特徴を 持ち、 国や県の補助 

金 制度の導入や、 住宅メーカ一の 取り組みにより、 公 2, アンケート調査 
共の建物ばかりでなく、 一般家庭への 導入量が着実に 2 Ⅱ 概要 

伸びている。 一方、 風力発電は、 設置場所が限定的で このアンケート 調査の対象は 、 新エネルギー・ 産業 

あ り、 また大型の設備であ るという特徴と 相まって、 技術総合開発機構 ( 以下 NEDO) が発行している 

導入事例のほとんどが 電力会社をはじめとする 民間企 『 NEDO 新エネルギーガイドブック 資料編 山 および、 

業、 地方公共団体、 国などによるものであ り、 一般 家 風力発電推進両町付全国協議会の 名簿に掲載されて ぃ 
庭への導入は 困難な状態にあ る。 一般の人々の 風力発 る市町村自治体であ る。 上記の資料からは、 運営主体 

電にかかわる 認 、 識の程度は、 こうした現状に 影響を与 が自治体、 民間企業 ( 電力会社を含む ) 、 第三セクター 

えているものと 考えられる。 などのどの形態か、 また導入状況は、 導入済み、 施設 

風力発電の導入は、 自治体の舵取りばかりでなく、 建設中であ るかが不明であ ったため、 名簿に掲載され 

自治体と住民間および 自治体問の関係の 影響を受ける。 ている 1 ㏄自治体を対象とした。 具体的な標本数は 表 
本研究では、 自然エネルギ 一発電の一つであ る風力 70 通りであ る。 

発電を取り上げ、 各主体間のコミュニケーションの あ アンケート調査の 回答対象者は 自 Y 割 柑旦 肖者であ る。 

り 方について、 課題の共有および 問題解決の観点から 主な質問項目は 自 Y 剤本主導による 風力発電導入につい 

考察する。 て 、 導入の目的、 「計画中」における 課題、 「導入後 ( 稼 

働後 ) 」の課題 ( 対象 : 導入済み白 7 き体 ) 、 住民との意 

    風力発註人の 現代 見 交換の機会の 有無と形態で、 選択肢の中から 該当す 

風力発電導入の 中 ， ら的な存在となっているのは 主に るものを選ぶという 方式を採用している ( 複数回答 可 ) 。 

北海道や東北の 地方自治体であ る。 全国の自治体は 、 

そこでの取り 組み事例を参考に 導入を進めている。 し 表 ]  アンケート 訂 五対象 故 ( 地方則 ) 
かし各自治体の 取り組みについて、 例えばホーム ペ一 

ジ などを利用して 公開しているところは 少なく、 外部 

への積極的な 情報発信が成されていないため、 情報を 

容易に取得できない 状況にあ る。 それゆえ、 他の自治 

体の導入プロセス、 現在の状況や 課題について 明確に 

把握することは 困難であ る。 また、 普及を妨げる 課題 

があ るという声は 聞こえてくるものの、 具体的な課題 

と 解決策 は ついては、 十分に開示されておらず、 複数 

0 目 7 割本 が 類似の課題を 抱えていると 考えられる。 
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2.2  結果 

(1)  導入目的 

回答してもらったデータから、 主な導入の目的は、 

売電事業を行い 自 yM 本の財源として 還元する、 施設や 

公園の電源として 利用し余剰電力を 売電する、 地域 店 
，掛ヒ ( まちおこしの 一環 ) 、 また風車を環境保護の シン 

ボルと 捉え環境教育の 一環として取り 入れたい、 など 

であ ることがわかった。 

(2)  住民との交流機会の 有無 

導入の目的を 地域住民に伝える 機会として、 地域住 

民と意見交換を 行っているか、 ほ ついて質問した。 有 

効回答数 餌仲 のうち、 「意見交換の 機会をもったこと 

があ る」が 31 件、 「意見交換の 機会を予定している」 

が ] 件 、 「意見交換の 機会はない」が 32 件であ った。 

意見交換の機会を 持った理由の 多くは、 「設置地域の 

住民の同意が 必要であ った」、 「 自 ? 卸 本の事業として 実 

施計画があ った」というものであ る。 

(3)  自治体の抱える 問題 

一般的に言われている 風力発電における 課題は大き 

く分けて三 つ あ る。 ①自然公園 ( 国立・国定公園なめ 

の設置場所にかかわる 法律、 ②経済性 ( 設備資金 ) 、 

③景観や騒音に 関する問題であ る。 これらの問題につ 

いて 10 個の項目を設定し 回答を得た ( 表 2) 。 

""  汀 " "' 画 。 ' 。 担 " 者が考 " 。 課且   
導入方法 

許認可手続き 方法 Ⅰ 9 

自然公園 Ⅰ 9 

初期投資 寅 用の不足 

補助金制度 

技術者，専門家 32 

地城内反対者 

地域覚反対者 

景観 

情報不足   

この結果から、 導入坑 法 、 許認可手続き 方法、 自然 

公園、 初期投資費用の 不足、 補助金制度といった 風力 

発電導入そのものに 関する課題を 挙げる白 y 剤 本 が多い 

ことがわかった。 

「情報不足」については、 その具体的内容を 自由 記 

述で 回答してもらった。 その内容は以下の 通りであ る。 

・ 2003 年 4 月から施行された「電気事業者による 新 

ェ ネルギ一などの 利用に関する 特別措置法 (RPS 

法 ) 」に関する情報 ( 契約状況、 電力単価など ) が 

足りない。 

  電力会社と 0 系統連携 ( 連係 ) の方策を教えてほ 

しい。 

  電力工事負担金 は ついての情報を 明確にしてほし 

い 0 

  保守費用 ( メンテナンス 情報 ) が明確でない。 

  風力発電装置に 関するトラブルペ ，対処法などの 詳 

細な情報の提示をしてほしい。 

  新 エネルギ一などに 関する情報を 具体的に提示し 

てほしい。 

なお、 「情報不足」と 回答している 自治体を地域別に 

見ると中部・ 北は 封地方に多かった 

(4)  自治体の役割 

風力発電における 自治体の役割を、 施設計画から 導 

入の過程と導入以後の 二つに分けて 質問した。 

それぞれについての 全国的に共通した 回答は以下の 

通りであ る。 

( 導入過程 ) 

・ 地域住民への 環境意識向上にっながる 活動を行 う 。 

  設置の際、 周辺の自然環境や 生活環境， 酒己慮 する。 
  諸手続きの窓ロとなる。 

{W@k} 
・ 新ェ ネルギ一部門の 相談などの窓口の 設置 

  地域住民に対する 地球環境保全への 意識啓発   

  風力発電の安定稼働と 事業収支均衡を 図る。 

  単なる商業発電にとどまることのない 裾野の広い 

  " 湘 活用策を実施する。 
  運転データ、 設置データ、 メンテナンスデータな 
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どの収集 

  見学者への 新ェ ネルギ一に関する 啓発   

2.3  情報共有の視点からの 考察 

由 割本が風力発電事業を 行 う際 、 地域住民。 " 報 " 
義務があ る。 実際、 情報交換の機会に 関する回答の 結 

果から、 事業として実施計画があ る場合、 地域住民に 

承諾を得なければならないといった 義務的な意見交換 

の機会が持たれていることが 確認でき 7% 

白 7 割本の役割については、 新ェ ネルギ一発電に 関す 

る相談窓口の 設置、 地域住民に対する 地球環境保全へ 

の意識啓発、 裾野の広い活用策の 実施などが挙げられ、 

住民との積極的な 意見交換の必要性が 示唆され㌔ ま 

た 、 導入過程における 役割では、 設置時には周辺の 自 

然環境や生活環境，酒田 敵 することが挙げられてい 八二 
これは、 周辺地域への 配慮、 つまり、 隣接する自治体 

への配慮の必要性を 示しており、 近隣の自治体との 両 

極関係を形成していくことが 求められていると 角部 更で 

きる。 

3. ケース : 全国風サミット 

3 Ⅱ 「 風 サミット」の 概要 

新ェ ネルギ一に関するシンポジウムが 数多く開催さ 

れている中、 風サミットは 唯一白 Y 剤本主導で行われて 

いる点に、 その独自，珪を 見出すことができる。 

風 サミットは、 日本三大悪風「清川だし」の 地であ 

る山形県立川 W が、 風力発電推進の 一環として、 ィ 9% 

年に、 当時、 風をテーマに 地域活性化を 進めていた全 

国 12 市町村に声をかけ、 各市 町 ォ村 ま 活性 ィ目溝想 やそ 

の現状を発表し 意見交換を行い、 「地球にやさしいクリ 

ーンエネルギーとして、 日本における 風力エネルギー 

の 活用と PR に努力する」との 共同宣言を採択したの 

が始まりであ る。 10 年目をむかえた 今年は岩手県浄法 

寺町偶力発電施設運営主体 : 岩手県企業局 ) で開催 

された。 新エネルギー・ 産業開発総合 @@ma 構 (NEDO) 

や財団法人・ 新エネルギー 財団や各専門家、 三菱重工 

業や " 。 電機 """"" 。 " 、 請負業者 "" 多数 "" 

業 、 風力発電推進市町村全国協議会に 加盟している 自 

治体 (78 白 7M 糊口腔， 第 ]0 回参加は ]9 都道府県 28 

目 7M 本 ) の町長や担当者が 参加しね今年は、 開催地 

と 岩手県葛巻町の 風力発電の稼働状況と PR 、 近年、 

全国的に大きな 技術的課題となっている「落雷」に 関 

する報告、 参加自治体による 風 サミットト一 ク ( 風力 

発電市町村長および 尊大業者の意見交換 ) が行われた。 

サミットト一 ク では、 参加市町村長が 各自の風力発電 

建設への取り 組み、 風力発電の現状と 問題、 まちづく 

りに関する紹介を 行い、 関係機関 ( 国 ・メーカ一な じ 

との意見交換が 行われた。 

3.2  回サミットへの 参加意義 

風 サミットは、 正味二日の催しで、 その間、 多数の 

代表による報告が 設定されている。 主な柱は、 ホット 

イシューを取り 上げた報告 ( 本年は、 落雷について ) 

と 、 参加市町村長の 中から数人がパネラ ー となるサミ 

ットト一クであ る。 前者では自治体が 共通して抱える 

問題を取り上げ、 それに関する 最新の話題を 提供して 

いる。 また後者は、 各自 f 割本の個別の 体験や問題の 多 

様性を知る機会となる。 さらに、 現地での稼働してい 

る 風車の見学会も 行われ、 導入プロセスや 現状などに 

ついての説明を 受けられることから、 詳細な情報を 取 

得できる機会となっている。 

以上、 風サミットへの 参加の意義はこのようにまと 

めることができる。 

一方、 10 回目を迎えたとは 言え、 次の点は見直しの 

必要があ ると言えるであ ろう。 

例えば、 過密スケジュールで 進行するため、 参加者 

の中から各自が 抱える課題に 対応可能な人を 探し当て 

ることが非常に 困難な点であ る。 また、 報告者に対す 

る質疑の時間が 確保されていないことであ る。 さらに、 

自治体の代表者の 報告 は 、 まちの PR や風力発電にか 

かわる取り組みの 紹介が大部分を 占め、 負の印象を与 

えるような課題についてはほとんど 言及されない。 

主体間のコミュニケーションの 機会を確保すること 

により、 はじめて相互に 抱えている問題を 把握するこ 

とができるようになり、 また課題への 対応策を提示す 

ることが可能になる。 共通の目的意識を 持つ人々が 集 

ラサミットであ ることから、 主催者側の酉 睦 曲目何で、 
問題解決の糸口を 効率よく見つけうる 絶好の機会にな 

ると期待することができる。 
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4. 考察 

本研究では、 アンケート調査とフィールドワークと 

して参加した「 風 サミット」のケース・スタディを 行 

った。 

各自治体は 、 自ら抱えている 問題がどのようなもの 

であ るかをあ る程度把握していると 言える。 しかしな 

がら、 一方で、 その解決策をどこに 求めれ ば 良いかは、 

選択肢を見出せずにいるよさであ る。 このような自治 

体の担当者が 国サミットに 参 ヵロ し 、 各専門家や他の 自 

y 剤 本 関係者、 およびメーカ 一の担当者などとコミュニ 

ケーションをとることは 非常に意味のあ ることであ ろ 

う。 また、 例えば、 これから風力発電の 導入を思案し 

ている自治体は、 先行導入自 7 割本の事例を 参考にし、 

綿密な風況調査、 目的にあ った風車の機種選択、 耐用 

年数であ る 20 年間の事業ビジョンを 設計、 申 甫 償の計画 

を立てておくことが 必要にあ る。 その際、 立地条件や 

導入目的の類似性などに 注目し、 先行導入目割本との 

情報交流を行うことは、 風力発電の導入にかかわる 負 

担の軽減につながるであ ろう。 

情報交流の機会がスポット 的に存在しても、 それを 

効果的に公表し、 人々の参加に 結びつかなければ、 交 

流の輪は容易には 広まらない。 逆に、 スポット的な 情 

報 交流の機会が 連携することにより、 風力発電にかか 

わる多様な問題や 専門的知識に 触れることが 可能にな 

るであ ろう。 風 サミットのような 企画を立て、 ときに 

はそれらを連携させるような 仁ぷ且 みづくりを自治体が 

企業や専門家などと 進めていくことが、 自治体主導に 

よる風力発電の 導入・運営における 課題の共有および 

問題解決への 手がかりの提示にっながると 考えられる。 

まとめ 

本稿では、 風力発電の導入にかかわる 白 7 割本の取り 

組みの現状をアンケ ム ト調査により 把握し、 情報共有 

の有効な機会の 一つとして、 白 Y 割本主導により 行われ 

ている「 風 サミット」を 取り上げ、 ケース・スタディ 

を行い、 自治体間および 白 7 割本と地 ! 剣玉民間のコミュ 
ニケーションのあ り方について、 課題の共有、 問題解 

決の視点から 考察した。 

今後は、 行政と住民間で 政策ビジョンや 問題意識が 

どのように共有されているのかについて、 コミュニケ 
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